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【報告】教育未来創造会議について
～第二次提言に向けた論点と全国専修学校各種学校総連合会からの要望～

令和4年12月15日（木）

学校法人電子学園

理事長 多 忠貴

（第27回 専修学校の質の保証・向上に関する調査研究協力者会議 資料）

資料３
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令和4年9月29日開催教育未来創造会議資料
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令和4年9月29日開催教育未来創造会議資料
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令和4年9月29日開催教育未来創造会議資料
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■WG 第5回（R4.10.27）論点■

・コロナ後の新たな留学生受入れ・派遣計画
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資格

専修学校 学部正規課程

漢字圏 非漢字圏 漢字圏 非漢字圏

日本語能力試験

N1 32.6% 4.7% 57.4% 30.3%

日本語能力試験

N2 38.3% 37.4% 22.9% 33.1%

出典：日本学生支援機構 ウェブマガジン『留学交流』2016年12月号 Vol.69

非漢字圏出身私費留学生のニーズと特徴－日本学生支援機構・私費留学生生活実態調査の分析結果から－
東京工業大学環境・社会理工学院融合理工学系准教授 佐藤 由利子

漢字圏及び非漢字圏における日本語能力に関する資格の保有状況
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■日本語教育機関の在籍できる期間の改善要望

・現在、日本語教育機関に在籍できる期間は、通常、最長2年間

・ベトナム・ネパールを中心に、非漢字圏からの留学生が増加
（日本語への適応力低下）

・日本語教育機関修了後、多くの留学生が専門学校へ進学

・採用時に「日本語能力」を求める企業が多い

留学生における日本語レベルの質保証という観点から、日本語教育機関に
在籍できる期間の上限を、現行の2年から3年に延長することを要望
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■留学生の受入れの質向上の在り方

➢留学生受入れ促進プログラムの拡充（住生活環境の確保）
・留学生受入れ促進プログラムの目的・・・「優秀な外国人留学生の戦略的な受入れを促進して、
我が国の高等教育機関の国際化に資する」
・学業、人物ともに優れ、かつ経済的理由により修学が困難である留学生に対して、学習奨励の
ための奨学金を給付する制度
・留学生が充実した学びを進め、かつ安全・安心な暮らしを維持していくために、本制度において
支援する人数や金額について拡充することを要望

■高校段階からの受入れ推進

➢高等専修学校への留学要件の見直し
・高等専修学校・・・高等学校と並ぶ後期中等教育機関
・専門的な知識や技能の修得を目的として実践的な職業教育を行い、様々な分野における
スペシャリストを育成
・高等教育以前に「具体的な職業を意識した教育を受ける」という点から、留学先としての選択肢
・留学生の受入れ・・・高等専修学校と高等学校では、法務省の上陸基準省令に係る要件に相違有
・高等専修学校は後期中等教育機関でありながら、留学受入れの要件は「専修学校」に準拠
・具体的には、「告示校における6か月以上の受講」「日本語能力試験N2以上」「一条校における
1年以上の教育」このいずれかに該当する必要有
・高等学校は、「年齢が20歳以下、かつ教育機関における1年以上の日本語教育が必要」とされる
中で「学生交換計画、その他これに準ずる国際交流計画に基づく受入れは、この限りではない」
・高等専修学校における留学受入れの要件を高等学校と同様とし、高等専修学校への留学を促進
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■WG 第6回（R4.11.16）論点■

・卒業後の留学生等の活躍に向けた環境整備

・教育の国際化の促進
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大学院

17%

学部・短

大・高専

30%

専修学校

専門課程

25%

準備教育機関

1%

日本語教育機関

27%

（N=312,214）

出典：日本学生支援機構
「2019（令和元）年度外国人留学生在籍状況調査結果」

留学生総数に占める学校種別割合
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区分

日本での就職を
希望する者の割合

（A)
※１

→

実際に日本で
就職した者の割合

（B)
※２

差
（A-B）

専門学校
留学生

69.9% → 39.2% 30.7%

大学学部
留学生

61.4% → 42.0% 19.4%

日本での就職を希望する専門学校の留学生のうち、約３割が日本で就職できていない。

専門学校を卒業した留学生のうち、日本で就職し定着している割合

出典：
※１ 日本学生支援機構「令和元年度私費留学生生活実態調査」
※２ 日本学生支援機構「令和元年度留学生進路状況・学位授与状況調査」
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在留資格の切替の例（学校側から見た理解）

在留資格 専門学校
滞在資格の切替が
認められるか

技・人・国
（原則）

〇 ①

技・人・国
（柔軟運用）

× ②

告示４６号 × ③

①学校で「食品開発」を学んだ留学生が、「食品開発」に係る業務に従事
②学校で「食品開発」を学んだ留学生が、「食品開発」と関連性の少ない高度な技術等を
要する業務に従事

③学校で「食品開発」を学んだ留学生が、「食品開発」だけでなく、店舗での販売業務
（単純業務）にも従事

「専修学校は、職業等に必要な能力を育成すること等が目的とされていることから、相当程度の関連性が必要」
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在留資格の見直し要望

■技術・人文知識・国際業務の柔軟運用

・専門学校での学びは、特定の業種・職種に係る高度な知識・技能の修得を基軸

・関連する業務内容や社会人基礎力の涵養も含めて教育課程を編成

・より広範な実践力を身に付けることを目的

・専門学校を卒業した留学生の在留資格を「技術・人文知識・国際業務」の柔軟運用枠へ

■特定活動 告示46号

・現状では、在留を「大卒」または「大学院修了」で「Ｎ１取得者」に限定

・同じ高等教育機関である「専門学校」を卒業し、かつ「Ｎ１」を取得した留学生も告示46号へ
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経団連のご要望

Innovating Migration Policies

―2030年に向けた外国人政策のあり方―（抜粋）
（2022年2月15日 一般社団法人日本経済団体連合会）

４．留学
さらに、日本の専修学校の専門課程において、実務教育や日本語教育を受けて、高等教育の資格である専門
士・高度専門士を取得する留学生が日本国内で就職し日本社会で活躍する事例が増えている。現行では、留
学生が専修学校の専門課程（2年制、3年制、4年制）を修了し、専門士・高度専門士を授与されると、在留
資格「技術・人文知識・国際業務」を取得して就職することが可能となっているが、専攻科目と従事予定の業務
内容との関連性について厳格に審査されるとともに、実際の職務内容も厳しく制限されている#31。これにより就
職や就職先での職務の遂行が阻害されており、出入国在留管理庁は短期大学士の事例も踏まえ、制限の緩
和を検討すべきである。

#31 例えばホテル業に関する専修学校専門課程を卒業した場合、ホテルの宿泊部門（フロント、ベル、ドアパー
ソン、客室管理等）のうち、訪日外国人客への接客が伴うフロント業務には従事可能だが、客室管理の業務は
認められない。また訪日外国人客向けであっても、料飲部門（レストラン、ラウンジ、バー等）や宴会部門（バン
ケット）への配属も認めていない（レストランサービス技能検定の国家資格取得者の業務等も含む）。日本旅
館の仲居のようにすべてを担当するマルチタスクの場合も許可されない。
また、コンビニエンスストア業においては、店舗運営管理や通訳・翻訳を主たる業務として許可された場合、店舗で
勤務している場合に当然必要になるレジ接客、品出し等の業務（加盟店主や店長であっても必要に応じて実
施するもの）が認められない。
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新経連のご要望

コロナ問題の在留外国人への影響と必要な対応
（2020年5月25日 一般社団法人新経済連盟）
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日商・東商のご要望

多様な人材の活躍に関する重点要望
（2022年10月21日 日本商工会議所・東京商工会議所）
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令和５年度国の施策及び予算に関する提案・要望（抜粋）（令和４年６月 茨城県）

地方における外国人材の活躍促進について
４在留資格「技術・人文知識・国際業務」においては、大学の専攻科目と従事しようとする業務との関連性を不要にするとともに、人材育成等の観点から企業等が必要
と認める現場業務等に従事することを可能とすること。

５在留資格「特定活動（46号）」の資格要件である日本語能力について、日本語能力試験の認定レベルをＮ１からＮ２に変更するなど、制度活用が図られるよう柔
軟に見直すこと。

日本の成長を支える国際政策の取組について
７労働力の減少が続く中、外国から優秀な人材を地域に呼び込み定着させるため、留学生の受け入れ拡大や就業支援制度の充実を図ること。

国への政策提案２０２２【知事提案事項】（佐賀県知事 山口祥義）

５ 外国人留学生の地域定着の推進
提案事項
外国人留学生の勤労による地域定着を促進するため、地方のための在留資格を新たに設けること。
現状と課題
○ 県内の専門学校や短大を卒業した留学生は、県内就職を希望する者が多い。
○ しなしながら、 県内企業は都市部の大企業とは異なり、業務が細分化されていない企業が多いため、在留資格「技術・人文知識・国際業務」では、県内企業との
マッチングが難しい。

○ また、令和元年から導入された「特定活動４６号」は幅広い業務に従事できるため、県内企業が留学生を採用しやすくなるが、要件が大学（院）卒、日本語能力
Ｎ１とハードルが高く、地域定着が進まない。

○ 地域経済を支える人材の確保に向け、在留資格については、全国一律ではなく、地方の実態を考慮した制度設計が必要。

外国人留学生の高等教育機関卒業後のわが国での就職機会の拡大について（抜粋）（令和4年6月2日、全国専修学校各種学校総連合会）

【現状】
○ 現状、外国人材の活用については、高等教育機関を卒業した留学生が「技術・人文知識・国際業務」の在留資格により、わが国で就職が可能となっている。
○ しかしながら、卒業後にわが国で就職できる留学生の割合は、おおむね3割から4割程度に過ぎない。日本語学習期間と専門学校2年ないし大学4年を加算して、４
～6年の長期にわたり日本の社会や文化に触れ、かつ専門的知識や技能を身につけた外国人材が、日本の産業界で能力を発揮しにくい現状を変えることが重要であ
る。

○ 現行の在留資格「技術・人文知識・国際業務」は、大企業を中心に高度で専門性の高い限定的な職種での就職が想定されており、とくに中小企業等において求め
られるような、実務的作業からマネジメントに至る幅の広いレベルの仕事に就くことは、ほぼ不可能となっている。

【必要な取組】
○ 高等教育機関の外国人留学生が、一定の要件を満たせば学んだ専攻にかかわりなく、卒業後にわが国で就職が可能となる在留資格を創設すること。
○ 一定の要件については、「日本語能力試験（JLPT）」N２以上の取得としてはどうか。

在留資格等に関する自治体（２県）及び団体からの要望
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「教育の国際化の促進」に向けた施策

■NQF（国家学位資格枠組み）の確立

・留学生を含む今後の人材の国際的な流動化を見据える場合、高等教育の資格の承認に関するアジア
太平洋地域規約（通称：東京規約）を活用して、締約国間が相互に高等教育資格を承認・評定する
枠組みを整えていくことが肝要➡日本におけるNQFの確立が不可欠

・特に職業教育においては、段階的な体系化が欠かせない

・専門学校の視点からは、高度専門士の位置付けに課題あり

・4年制専門学校を卒業した「高度専門士」の称号取得者は、大学院への入学資格が付与

・ISCED（国際標準教育分類）においては、レベル5の短期高等教育相当に位置付け

・海外における「留学生の卒業後の学修歴評価」の観点から、レベル６の学士号相当とする必要あり

・個別の課題を解消し、 「高等教育レベルの職業教育における国際通用性の担保」という観点から、
NQFの確立に向けた歩みを積極的に進めることを要望

■技術移転を通じた国際貢献
・日本で専門的な知識や技能を修得した留学生が、そのノウハウを「技術移転」という形を通じて母国へ
授けていくという視点も、広義の解釈として「教育の国際化」に繋がるもの

・教育を基軸とした循環型の国際貢献は、留学生10万人計画時から強調されてきた

・専門性の高い教育が日本の国際通用性や優位性に資するという観点からも、技術移転を通じた国際貢献
を、計画的かつ継続的に取り組むべき
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ご清聴いただき、ありがとうございました。

教育未来創造会議HP

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kyouikumirai/index.html




